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１ 

盛岡中央消防署新庁舎及び（仮称）山岸出張所庁舎整備等事業（以下「本事業」という。）は、

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法律第１１７号。

以下「ＰＦＩ法」という。）の定める手続きにより、盛岡地区広域消防組合（以下「組合」とい

う。）が実施するものである。組合は、本事業を適正かつ確実に実施した場合のサービス対価を

事業者に支払うものとし、以下にその算定方法と支払方法を示す。 

なお、本記載内容において用いられる用語は、別段の定めがないかぎり事業仮契約書第５条

に定める用語の定義に定めるところによる。 

 

第１ サービス対価の構成 

１ サービス対価の構成 

サービス対価は、新庁舎及び出張所の施設整備等業務に係る費用（以下「施設整備費」

という。）、現庁舎の解体撤去業務に係る費用（以下「解体撤去費」という。）、新庁舎及び

出張所の維持管理業務の実施に係る費用（以下「維持管理費」という。）及び本事業を実

施するために事業者が必要とする費用（以下「その他の費用」という。）から構成される

ものとする。 

各費用の概要は、次の⑴から⑷までのとおりとする。 

⑴ 施設整備費（サービス対価Ａ及びＢ） 

施設整備費は、割賦原価と割賦手数料から構成される。 

ア 割賦原価 

割賦原価は、事業契約の締結日から新庁舎及び出張所の引渡日までに事業者が施設

整備業務の実施のために要する費用とする。なお、割賦原価は、新庁舎に係るもの（割

賦原価Ａ）と出張所に係るもの（割賦原価Ｂ）に分けるものとする。ただし、事業者

の開業に伴う諸費用及び事業者の運営費（人件費及び事務費等）は、新庁舎に係る割

賦原価Ａに含めるものとする。 

イ 割賦手数料 

割賦手数料は、下記第２ ３⑴アに定める回数による割賦支払に必要な割賦金利とす

る。なお、割賦手数料は、事業者の税引前利益の一部を含むものとし、新庁舎に係る

もの（割賦手数料Ａ）及び出張所に係るもの（割賦手数料Ｂ）に分けるものとする。 

割賦手数料の料率は、基準金利と事業者の提案による利ざや(スプレッド)の合計と

する。基準金利の詳細は、下記第２ ３⑴イに示す。 

⑵ 解体撤去費（サービス対価Ｃ） 

解体撤去費は、事業契約の締結日から現庁舎の解体撤去終了日までに事業者が解体撤

去業務の実施のために要する費用とする。なお、解体撤去費には、事業者の開業に伴う

諸費用及び事業者の運営費（人件費、事務費等）を含めないものとする。 

⑶ 維持管理費（サービス対価Ｄ及びＥ） 

維持管理費は、新庁舎及び出張所の引渡日の翌日から事業期間の末日までの間の、新

庁舎に係る建物保守管理業務、設備保守管理業務、外構保守管理業務、修繕更新業務、

防災学習コーナー展示保守管理業務及び清掃業務並びに出張所の建物保守管理業務、設



 

２ 

備保守管理業務及び外構保守管理業務（植栽管理を除く。）の費用とする。 

⑷ その他の費用（サービス対価Ｆ） 

その他の費用は、新庁舎及び出張所の引渡日の翌日から事業期間の終了日までの間に、

本事業を実施するために事業者が必要とする費用及び事業者の税引前利益（上記⑴イに

計上される部分を除く。）とする。 

 

２ サービス対価の内訳 

サービス対価を構成する各費用の内訳は、次表に示すとおりとする。 

表．サービス対価の内訳 

項 目 支払区分 費用の内容 

サ
ー
ビ
ス
対
価 

サービス対価Ａ 

（新庁舎に係る

施設整備費） 

割賦原価Ａ 

事前調査費、設計費、建設工事費、工事監理費、備品調達費 

周辺家屋影響調査及び近隣対策業務費 

電波障害調査及び対策費、各種申請等業務費 

事業者の開業に伴う諸費用 

引渡日までの事業者の運営費（人件費、事務費等） 

融資関連手数料、建中金利 

その他新庁舎の整備に関する初期投資と認められる費用等 

消費税等Ａ 割賦原価Ａに係る消費税等 

割賦手数料Ａ 
資金調達に必要な融資等に係る金利、事業者の税引前利益の一

部 

サービス対価Ｂ 

（出張所に係る

施設整備費） 

割賦原価Ｂ 

事前調査費、設計費、建設工事費、工事監理費、備品調達費 

周辺家屋影響調査及び近隣対策業務費 

電波障害調査及び対策費、各種申請等業務費 

融資関連手数料、建中金利 

その他出張所の整備に関する初期投資と認められる費用等 

消費税等Ｂ 割賦原価Ｂに係る消費税等 

割賦手数料Ｂ 
資金調達に必要な融資等に係る金利、事業者の税引前利益の一

部 

サービス対価Ｃ 

（現庁舎に係る

解体撤去費） 

解体撤去費 

事前調査費、設計費、解体工事費、工事監理費、各種申請等業

務費、建中金利、その他解体撤去に関する初期投資と認められ

る費用等 

消費税等Ｃ 解体撤去費に係る消費税等 

サービス対価Ｄ 

（新庁舎に係る

維持管理費） 

維持管理業務費Ｄ 
建物保守管理業務費、設備保守管理業務費、外構保守管理業務

費 

修繕更新業務費 修繕更新業務費用 

展示保守管理費 防災学習コーナーの展示保守管理業務費用 

清掃費 清掃業務費用 

消費税等Ｄ 
維持管理業務費Ｄ、修繕更新業務費、展示保守管理費及び清掃

費に係る消費税等 

サービス対価Ｅ 

（出張所に係る

維持管理費） 

維持管理業務費Ｅ 
建物保守管理業務費、設備保守管理業務費、外構保守管理業務

費 

消費税等Ｅ 維持管理業務費Ｅに係る消費税等 

サービス対価Ｆ 

（その他費用） 

その他費用 
供用開始日以降の事業者の運営費（人件費、事務費等） 

事業者の税引前利益（割賦手数料に計上される部分を除く。） 

消費税等Ｆ その他費用に係る消費税等 

※ 表中にある「消費税等」とは、消費税及び地方消費税をいう。 
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第２ サービス対価の算定及び支払方法 

１ 支払方法の基本的な考え方 

事業者は、本事業において、施設整備業務及び維持管理業務に係るサービスを事業者の

責任により一体として提供するものであるため、組合は、提供されるサービスを一体のも

のとして購入し、その対価を一体として引渡日以降事業期間にわたり分割して支払うもの

とする。ただし、解体撤去費（サービス対価Ｃ）については、解体撤去完了後に一括で支

払うものとする。 

 

２ 支払方法の基本的事項 

組合は、サービス対価について、下記３で算定された各費用の支払額及びその各々に係

る消費税等について、原則として、毎回、組合が事業者からの請求を適法に受領した後

３０日以内に支払うものとする。 

サービス対価の支払いは年２回とし、引渡日の翌日から平成２８年９月３０日までの分

を第１回、平成２８年１０月１日から平成２９年３月３１日までの分を第２回とし、第３

回以降の支払いについては、その後毎年４月１日から９月３０日までの半期分、１０月１

日から３月３１日までの半期分を支払うものとする。 

 

３ 各費用の支払額の算定方法 

サービス対価を構成する各費用の各回の支払額は、次の⑴から⑸までのとおり算定する。 

⑴ 施設整備費（サービス対価Ａ及びＢ） 

ア 割賦原価 

割賦原価は、新庁舎に係るもの（割賦原価Ａ）及び出張所に係るもの（割賦原価Ｂ）

に分け、それぞれ引渡日以降事業期間にわたり、年２回、全４０回に分割して支払う

ものとする。また、各事業年度の割賦原価（消費税等相当額を除く。）の支払額と下記

イに示す割賦手数料の合計額が毎回同額となるように支払うものとする（元利均等償

還）。 

イ 割賦手数料 

割賦手数料は、割賦原価Ａ及び割賦原価Ｂとともに、それぞれ割賦手数料Ａ及び割

賦手数料Ｂとして、新庁舎及び出張所の引渡日以降事業期間にわたり、年２回、全

４０回に分けて支払うものとする。 

各回の支払額は、上記アに示すとおりに割賦原価を支払うものとして、基準金利と

事業者の提案による利ざや(スプレッド)の合計として求められる割賦手数料の料率に

基づき算定する。なお、割賦手数料Ａ及び割賦手数料Ｂに係るスプレッドは同一とす

る。 

割賦手数料の計算期間は、各支払期の期初（４月１日又は１０月１日）から期末（９

月３０日又は３月３１日）とする。なお、第１回目の割賦手数料の計算期間は、本施

設等の引渡日の翌日から平成２８年９月３０日までとする。 

基準金利の算定方法は、次のとおりとする。 
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(ｱ) 適用金利 

適用金利は、午前１０時現在の東京スワップレファレンスレート（ＴＳＲ）とし

てテレレート１７１４３ページに掲示されている６か月ＬＩＢＯＲベース１０年

もの（円／円）金利スワップレートとする。 

(ｲ) 基準金利の決定日 

基準金利については、施設引渡日の２銀行営業日前に確定し、平成３８年４月１

日の２銀行営業日前に見直しを行う。なお、基準金利の見直し後における割賦原価

（消費税等相当額を除く。）の支払額と割賦手数料の合計額が毎回同額となるよう

に支払うものとする。また、平成２８年度から平成３７年度までの割賦原価の支払

総額と平成３８年度から平成４７年度までの割賦原価の支払総額が同額となるよ

うに支払うものとする。 

(ｳ) 入札価格算定に当たっての提案金利 

入札価格の算定に当たっては、平成２５年４月１９日（金）の午前１０時現在に

おける(ｱ)の金利を基準金利として用いることとする。 

⑵ 解体撤去費 

解体撤去費は、現庁舎の解体撤去業務が完了し、組合が事業者からの請求を適法に受

領した後３０日以内に一括で支払うものとする。 

⑶ 維持管理費 

維持管理費も施設整備費と同様に、新庁舎及び出張所の引渡日以降事業期間にわたり、

年２回、全４０回の支払とする。維持管理費は、原則として各回同額を支払うものとす

る。 

ただし、維持管理費のうち、修繕更新業務費については、事業期間を概ね５年毎に４

区分し、各区分内においては各回同額を支払うものとする。区分毎の各回支払額は事業

者の提案に基づくものとする。 

また、引渡日の翌日から平成２８年９月３０日までの維持管理費は、他の支払回にお

ける支払額の６分の５に相当する金額とする。 

 

表．維持管理費の支払額の算定方法 

区分 対象期間 対象支払回 修繕更新費 
修繕更新費以外の維

持管理費 

１ 
引渡日の翌日～ 

平成３３年３月３１日 

第１回 [ａ×５／６]円 [ｅ×５／６]円 

第２回～第１０回 [ａ]円 [ｅ]円 

２ 
平成３３年４月１日～ 

平成３８年３月３１日 
第１１回～第２０回 [ｂ]円 [ｅ]円 

３ 
平成３８年４月１日～ 

平成４３年３月３１日 
第２１回～第３０回 [ｃ]円 [ｅ]円 

４ 
平成４３年４月１日～ 

平成４８年３月３１日 
第３１回～第４０回 [ｄ]円 [ｅ]円 



 

５ 

 

⑷ その他の費用 

その他の費用も施設整備費及び維持管理費と同様に、本施設等の引渡日以降事業期間

にわたり、年２回、全４０回の支払を予定している。 

その他の費用は、原則として各回同額を支払うものとする。ただし、引渡日以前の事

業者の運営費は割賦原価に含め、引渡日の翌日から平成２８年９月３０日までの事業者

の運営費は、他の支払回における支払額の６分の５に相当する金額とする。 

⑸ 消費税等 

消費税等（消費税及び地方消費税）については、サービス対価Ａ～Ｆの区分毎に、そ

の相当額を支払期毎に算定する。 

⑹ １円未満端数の取扱 

第１ ２の表．サービス対価の内訳に定める支払区分別の半期に係る対価毎に、「国等

の債権債務等の金額の端数計算に関する法律」（昭和２５年法律第６１号）に基づき、１

円未満の端数を処理する。 

 

第３ 入札価格及び落札価格との関係 

入札価格は、サービス対価を構成するサービス対価Ａ～Ｆの全ての見積価格の合計（税抜

き）とし、入札書に記載された金額に消費税等相当額を加えた金額をもって落札価格とする。 

 

第４ サービス対価の内訳の算定 

サービス対価の内訳については、要求水準の変更等が生じた場合に、事業費の変更を適切

に行うために、各段階において精査し、平成２７年９月３０日までに確定するものとする。 

具体的には、事業契約締結時、基本設計完了時、実施設計完了時及び平成２７年９月３０

日、その他要求水準の変更等が生じた時に、事業者はサービス対価についてその内訳の算定

を行い、組合の確認を受けるものとする。 

 

第５ サービス対価の改定 

１ 基本的考え方 

施設整備費については、第２ ３⑴イ(ｲ)に示す基準金利の見直しに伴うものを除き、原

則として改定を行わない。 

維持管理費及びその他の費用については、物価変動に基づき、年度毎に見直すものとす

る。 

なお、要求水準の変更その他により必要に応じて、組合及び事業者が協議の上、ＰＦＩ

事業費の改定を行うことができるものとする。 

 

２ 施設整備費の物価変動に基づく改定 

施設整備費のうち、物価変動に基づく建設工事費及び解体撤去費の改定は、次に掲げる

場合に限り行う予定である。 
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⑴ 特別な要因により主要な工事材料の日本国内における価格に著しい変動を生じ、建設

工事費が不適当となった場合（単品スライド） 

ア 基本的な考え方 

単品スライドの運用に当たっては、「盛岡市工事請負契約約款第２５条第５項（いわ

ゆる「単品スライド条項」）の運用について」を準用する。 

イ 基準日等 

単品スライドは、建設工事の着工日の属する月以降の物価変動について適用する。 

ウ 適用対象 

新庁舎及び出張所の建設工事に係る鋼材類及び燃料油（平成２７年６月３０日まで

に購入したものに限る。） 

エ 物価資料等 

スライド額を算定するに当たっては、下記の物価資料等の価格を基本とする。 

(ｱ) 建設物価   （建設物価調査会 月刊） 

(ｲ) 建築コスト情報（建設物価調査会 季刊） 

(ｳ) 建築施工単価 （経済調査会 季刊） 

⑵ 予期することのできない特別の事情により、日本国内において急激なインフレーショ

ン又はデフレーションを生じ、建設工事費及び解体撤去費が著しく不適当となった場合

（インフレスライド） 

ア 基本的な考え方 

インフレスライドの運用に当たっては、「東日本大震災に伴う賃金等の変動に対する

盛岡市工事請負契約約款第２５条第６項（いわゆる「インフレスライド条項」）の運用

基準について」を準用する。 

イ 基準日等 

インフレスライドは、建設工事の着工日の属する月以降の物価変動について適用す

る。 

ウ 適用対象 

平成２７年６月３０日までに請求のあったものに限る。 

エ 物価資料等 

スライド額を算定するに当たっては、下記の物価資料等の価格を基本とする。 

(ｱ) 建設物価   （建設物価調査会 月刊） 

(ｲ) 建築コスト情報（建設物価調査会 季刊） 

(ｳ) 建築施工単価 （経済調査会 季刊） 

 

３ 維持管理費及びその他費用の物価変動に基づく改定 

⑴ 改定の時期  

物価変動リスクを踏まえた対価の改定時期は、次のとおりとする。 

ア 改定指標の評価：毎年の６月３０日時点で確認できる最新の指標により評価を行う。 

イ 対価の改定：原則として翌年度の４月１日以降の維持管理費の支払いに反映する。 



 

７ 

 

⑵ 改定方法  

前回改定時の指標に対して、現指標が３％以上変動した場合に維持管理費及びその他

の費用の改定を行う。事業契約締結以降、対価を改定していない費用については、平成

２５年６月３０日時点で確認できる最新の指標を前回改定時の指標とみなす。 

 

  ｜今回評価時の指標／前回改定時の指標－１｜ ≧ ３％ 

 

ア 改定率 

項目 内訳 使用する指標 計算方法 

維持管理費 a 維持管理業

務費 

「企業向けサービス価格指数」－設備管理 

（消費税抜き、物価指数月報・日銀調査統計局） 
改訂率① 

b 修繕更新業

務費 

「建設物価指数月報」 

－建築費指数/標準指数/事務所ＲＣ又はＳＲＣ 

（建設物価調査会） 

改訂率② 

c 展示保守管

理費 

「企業向けサービス価格指数」－設備管理 

（消費税抜き、物価指数月報・日銀調査統計局） 
改訂率① 

d 清掃費 
「企業向けサービス価格指数」－清掃 

（消費税抜き、物価指数月報・日銀調査統計局） 
改訂率① 

その他費用 e その他費用 「企業向けサービス価格指数」－その他の専門サービス 

（消費税抜き、物価指数月報・日銀調査統計局） 
改訂率① 

 

それぞれの対価について、改定前の対価（及びその内訳）を基準額とし、年度毎に、

以下の算定式に従って各年度の対価を確定する。なお、改定率は、小数点以下第３位ま

でを有効とし、第４位以降は切り捨てるものとする。 

 

イ 計算方法 

改定率①：AP’t = APt ×(CSPIn / CSPIm) 

改定率②：AP’t = APt×(BCCIn / BCCIm) 

 

ｍ    ：前回改定時年度（契約後未改定の場合は、事業契約締結年度） 

ｎ    ：今回評価時年度 

ｔ    ：今回費用改定をする対価の対象年度（ｔ：ｍ＋１，…，事業終了年度） 

Apt   ：改定前の t 年度 A 業務の対価 

AP’t ：改定後の t 年度 A 業務の対価 

CSPI  ：Corporate Service Price Index（企業向けサービス価格指数） 

BCCI  ：Building Construction Cost Index（建築費指数） 

CSPIm ：前回改定時の評価指標である、ｍ年度の価格指数 

CSPIn ：今回改定時の評価指標である、ｎ年度の価格指数 

BCCIm ：前回改定時の評価指標である、ｍ年度の建築費指数 

BCCIn ：今回改定時の評価指標である、ｎ年度の建築費指数 



 

８ 

 

（計算例）平成２８年度の支払いが１００万円、前回改定時の指標である平成２５年度

の指数が９０、平成２７年度の指数が１０８の場合： 

平成２８年度の改定率（平成２７年度の物価反映） 

＝平成２７年度指数［１０８］÷平成２５年度の指数［９０］＝１．２ 

平成２８年度の対価（改定後） 

＝平成２８年度の対価（改定前）［１００万円］×１．２＝１２０万円 

 

第６ サービス対価の減額措置 

組合は、事業期間にわたり、本事業の実施に関する各業務の業績等の監視を行い、「附属資

料１盛岡中央消防署新庁舎及び（仮称）山岸出張所庁舎整備等事業業務要求水準書」に定め

られた要求水準が達成されていない場合は、支払額の減額等を行う。減額等の措置の詳細に

ついては、「別紙２業績等の監視及び改善要求措置要領」によるものとする。 

 

 


